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	釧路沖地震（1月15日） MJMA7.5
死者2人，負傷者967人　全・半壊家屋308戸，一部破損5,313戸

北海道南西沖地震（7月12日） MJMA7.8
死者202人，行方不明者28人，負傷者323人　

全・半壊家屋1,024戸，焼失家屋192戸，一部破損5,490戸，船舶1,748隻
北海道東方沖地震（10月4日） MJMA8.1
死者10人以上（国後島），負傷者436人　

全・半壊家屋421戸，一部破損7,154戸，床上浸水70戸

三陸はるか沖地震（12月28日） MJMA7.6
死者3人，負傷者788人（全体）　住家全壊家屋72戸，半壊家屋429戸

兵庫県南部地震（1月17日） MJMA7.3
死者6,434人，不明者3人，負傷者43,792人　

住家全壊104,906戸，半壊家屋144,274戸，全・半焼家屋7,132戸

鳥取県西部地震（10月6日）MJMA7.3
負傷者182人　全壊家屋435戸，半壊家屋3,101戸
芸予地震（3月24日） MJMA6.7
死者2人，負傷者288人　全壊家屋70戸，半壊家屋774戸

宮城県沖を震源とする地震（三陸南地震）（5月26日） MJMA7.1
負傷者174人　全壊家屋2戸，半壊家屋21戸

宮城県北部を震源とする地震（宮城県北部地震）（7月26日） MJMA6.4
負傷者677人　全壊家屋1,276戸，半壊家屋3,809戸

十勝沖地震（9月26日） MJMA8.0
行方不明者2人，負傷者849人　全壊家屋116戸，半壊家屋368戸
新潟県中越地震（10月23日） MJMA6.8
死者67人，負傷者4,805人　全壊家屋3,175戸，半壊家屋13,794戸，火災9戸
福岡県西方沖地震（3月20日） MJMA7.0
死者1人，負傷者1,087人　全壊家屋133戸，半壊家屋244戸

宮城県沖を震源とする地震（8月16日） MJMA7.2
負傷者100人　全壊家屋1戸

能登半島地震（3月25日） MJMA6.9
死者1人，負傷者359人　全壊家屋638戸，半壊家屋1,563戸

新潟県中越沖地震（7月16日） MJMA6.8
死者11人，負傷者2,343人　全壊家屋1,244戸，半壊家屋5,241戸，火災3戸

岩手・宮城内陸地震（6月14日） MJMA7.2
死者13人，行方不明者10人，負傷者450人　全壊家屋28戸，半壊家屋112戸
	土木学会「土木構造物の耐震基準等に関する提言（第1次提言）」（5月）

中央防災会議「防災基本計画」（7月）

災害対策基本法改正

建設省告示一部改正（建築物一般）(12月)

土木学会「土木構造物の耐震基準等に関する第2次提言）」（1月）

道路橋示方書改訂（道路橋）（12月）

下水道施設の耐震対策指針と解説発行（8月）

河川砂防技術基準（案）同解説改定（河川堤防，ダム，砂防ダム，地滑り防止施設，急傾斜崩壊防止施設，海岸保全施設）（10月）

建築基準法及び同施行令改正（6月）
土木学会「土木構造物の耐震基準等に関する提言（第3次提言）」（6月）

道路橋示方書改訂（道路橋）


